
地方行革・スマート自治体等について

平成３１年４月２５日
行 政 経 営 支 援 室

資料１１



100.1 

97.9 98.0 98.0 

98.5 

98.7 98.5 98.8 

98.9 

107.0 106.9 

98.9 

99.0 
99.3 99.2 99.2 

96.0

100.0

104.0

108.0

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

3,117
3,084

3,042

2,998

2,951

2,899

2,855

2,814
2,789

2,769

2,752

2,744

2,738

2,737

2,743

2,737

2,700

2,800

2,900

3,000

3,100

3,200

H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30

【平成17～21年度】＜集中改革プランの実施＞

○閣議決定や法律により、数値目標を含めて方針を決定

「今後の行革指針（H16.12)」「行革推進法（H18.6）」等

○総務省から地方自治体に方針に基づく取組を要請

「新地方行革指針」（H17.3）（集中改革プランの作成・公表の要請）

「地方行革新指針」（H18.8） （更なる定員の純減、公会計整備等）

＜地方における職員数と給与水準の推移＞＜政府の取組＞

【平成22年度～】＜自主的･主体的な行革の推進＞

○各地方自治体において自主的・主体的な行政改革を推進

・行政改革にかかる計画・方針を策定している地方公共団体の状況

都道府県47団体（100%）、政令指定都市19団体（95%）、市区町村
1,432団体（83%）が策定（平成26年10月1日時点）

○地方公務員総数の推移

（千人）

○ラスパイレス指数の推移

＜集中改革プラン期間＞

Ｈ７から２２年連続して純減（▲約５４万人）

＜集中改革プラン以降＞

※参考値（国家公務員の時限的な給与改定特例法による措置が無いとした場合の値）

※98.9 ※98.8

集中改革プラン以降も、８割超の団体
が行政改革に関する計画・方針を策定

地 方 行 革 に つ い て

【平成27年度～】＜地方行政サービス改革の推進＞

○「経済財政運営と改革の基本方針2015」（H27.6閣議決定）等を踏まえ、
総務省から地方自治体に助言通知に基づく取組を要請

「地方行政サービス改革の推進に関する留意事項」（H27.8）

（民間委託等の推進・指定管理者制度等の活用、BPRの手法やICTを
活用した業務の見直し、自治体情報システムのクラウド化の拡大 等）

○業務改革を推進するため、民間委託やクラウド化等の各地方自治体
における取組状況を比較可能な形で公表し、取組状況の見える化を
実施

○総務省においては、これらの推進状況について毎年度フォローアップ
し、その結果を広く公表

集中改革プラン
目標▲6.4%→▲7.5%の純減を実現（国は▲5.3％）
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都道府県・指定都市分

総務省⇒指定都市

ヒアリング実施
（可能な団体はSkypeを活用）

・地方行政サービス改革の取組状
況や今後の対応方針に関するヒア
リングを実施

地方行政サービス改革の見える化・比較可能な形での公表（本年度取組概要）

６月頃

地方行政サービス改革の取組状況について、見える化・比較可能な形での公表を実施

・各団体の見える化（個票） ・管内市区町村の取組割合と全国平均を比較
・市区町村の取組状況を日本地図にプロット

地方行政サービス改革の取組状況に関する調査結果の集計

地方行政サービス改革について、以下の各項目の取組状況に関する調査を発出・民間委託
・指定管理者制度等 ・窓口業務（総合窓口の設置、民間委託）
・庶務事務の集約化 ・ＢＰＲの手法を用いた業務分析の取組状況
・自治体情報システムのクラウド化・公共施設等総合管理計画 ・地方公会計の整備

都道府県⇒管内市区町村 ヒアリング実施

・地方行政サービス改革の取組状況や今後の対応方針に関するヒアリン
グを実施

５月～７月

総務省⇒都道府県 ヒアリング実施（可能な団体はSkypeを活用）

・本年度は都道府県分、市区町村分のヒアリングを一緒に実施
・管内市区町村の取組状況や今後の対応方針についてヒアリングを実施
・窓口業務改革の課題やその課題への対応策、都道府県としての支援の
方向性等についてもヒアリング

７月～９月

「地方行政サービス改革に関する取組状況等の調査について」（５月上旬頃通知予定）

10月～

～３月

市区町村分

・指定都市〆切
６月中旬

・都道府県・市区町村〆切
７月初旬
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窓口業務の民間委託、総合窓口化、庶務業務の集約化等の実施状況について

窓口業務の民間委託の実施状況

（※）内閣府通知で民間事業者に取り扱わせることができると整理された窓口業務のいずれかを委託している団体数

平成30年4月1日時点

庶務業務の集約化に関する実施状況について

総合窓口の導入状況

人事・給与・旅費・福利厚生等の庶務業務について、庶務事務システム等を使用して発生源入力を行い、審査確認等の担当部局を集約し、

各部局の庶務担当者の業務を削減する取組を行っていることをいう。

住民等からの各種申請等（戸籍・住民基本台帳業務、税証明、福祉業務等）に関する受付部署を複数部署から1部署に集約し、例外的なケー
スを除きワンストップで対応が完結する取組。

導入団体数 市区町村数 割合

全市区町村 404団体 1,741団体 23.2%

指定都市 18団体 20団体 90.0%

特別区 20団体 23団体 87.0%

中核市 45団体 54団体 83.3%

指定都市・中核市以外の市 236団体 718団体 32.9%

町村 85団体 926団体 9.2%

導入団体数 市区町村数 割合

全市区町村 227団体 1,741団体 13.0%

指定都市 9団体 20団体 45.0%

特別区 7団体 23団体 30.4%

中核市 15団体 54団体 27.8%

指定都市・中核市以外の市 119団体 718団体 16.6%

町村 77団体 926団体 8.3%

導入団体数 市区町村数 割合

都道府県 46団体 47団体 97.9%

全市区町村 484団体 1,741団体 27.8%

指定都市 16団体 20団体 80.0%

特別区 23団体 23団体 100.0%

中核市 31団体 54団体 57.4%

指定都市・中核市以外の市 269団体 718団体 37.5%

町村 145団体 926団体 15.7%

平成30年4月1日時点

平成30年4月1日時点
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新経済・財政再生計画改革工程表2018（平成30年12月20日経済財政諮問会議決定）
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新経済・財政再生計画改革工程表2018（平成30年12月20日経済財政諮問会議決定）
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新経済・財政再生計画改革工程表2018（平成30年12月20日経済財政諮問会議決定）
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新経済・財政再生計画改革工程表2018（平成30年12月20日経済財政諮問会議決定）



業務改革モデルプロジェクト（H30年度募集結果概要）

○募集期間 ：平成３０年４月１６日～５月１５日
○選定・公表：平成３０年６月１４日

○契約締結
○事業報告

：平成３０年６月以降
：平成３１年２月末

スケジュール

提案事業概要
○①窓口業務改革や②内部管理業務改革に向けてＢＰＲの手法を活用した業務分析や計画策定等を実施する取組
①窓口業務改革（総合窓口化とアウトソーシング一体的に行う取組）

・住民異動、戸籍届出、各種証明書発行、国民健康保険、介護保険等、別々の窓口で行っている事務手続きをワ
ンストップ化する総合窓口の実施を念頭に業務フローを見直し、待ち時間の短縮等住民の利便性向上につなげる
もの。
・窓口業務や庶務業務において、単に職員を集約するのではなく、入力業務等のバックヤード業務について、アウト
ソーシングを積極的に活用し、業務の効率化を図るもの。
・窓口関連業務における地方独立行政法人（申請等関係事務処理法人）の活用を検討するもの。

②内部管理業務改革（庶務事務の集約化を行う取組）
・人事・給与・旅費・福利厚生などの庶務業務について、各職員がシステム入力を行うよう業務フローを見直し、各
課における庶務業務を集約化することで、業務の効率化を図るもの。

委託団体数

○委託団体数：７団体 深谷市 （埼玉県）、足立区 （東京都）、塩尻市（長野県)、掛川市（静岡県）、泉大津市（大阪府）、
橋本市（和歌山県）、熊本市（熊本県）

事業実施のポイント

○民間事業者の知見やＢＰＲの手法を活用しつつ、自治体職員自らが業務の棚卸しや業務分析、利用者（住民）
ニーズの把握を実施し、効果的な業務フローを構築。

○業務フローの見直しにあわせて、アウトソーシングによる業務の効率化を検討。
○①と②の複合的な取組や関連する他の業務改革との複合的改革、時期ごとの繁閑への対応や窓口で対応を要する
業務自体の質・量を軽減する新たな仕組みの導入等は引き続き模索。

○国の取組（業務マニュアル・標準委託仕様書の活用可能性の検証、歳出効率化等の成果の把握手法の検討、
大都市以外の地方部の自治体の担い手確保等の課題解決方法の聴取等）との協力も視野。
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平成30年度業務改革モデルプロジェクト最終報告会概要

団体名 人口
(H30.1.1時点)

窓口数 モデル事業概要 新業務フローのポイント

埼玉県

深谷市
144,375

1本庁
3支所

１ｻｰﾋﾞｽC
7地区ｾﾝﾀｰ

顔認識システムによる本人確認の自動化等、

窓口業務の完全自動化を目指した取組

○顔認証及びOCRの活用による本人確認の自動化、申請書作成に伴う市民／職員の負担

軽減

○窓口業務のオンライン化実現に向け、届出／証明書関連業務の標準化・マニュアル化
と業務の簡素化を目指す

東京都

足立区
685,447

１本庁

17区民事務所
RPA、AI・OCRを活用して自治体における

大量処理業務の省力化を実現する取組

○RPA、AI・OCRの活用により、大量の申請書類の読取、システム入力を自動化し、

職員による作業を削減

○帳票フォーマットや基幹システムの改修等をできるだけ行わずに現状のまま使うこと

により、時間・費用的な負担を抑えることが可能

長野県

塩尻市
67,459

1本庁
17保育園

保育申請受付業務を先行モデルに、申請の

電子化、RPAやAI等の活用、アウトソーシ

ング化を実施する取組

○電子申請による申込手続の電子化、RPA活用による保育システムとの連携による申込

業務の効率化

○手作業による利用調整にAIを活用し、業務の効率化・合理化
○発送業務のアウトソーシングによる効率化

静岡県

掛川市
117,835

1本庁
2支所

1出張所

窓口関連業務を行う地方独立行政法人を活

用する窓口業務改革の取組

○公権力の行使にわたる事務を取扱うことができる地方独立行政法人を活用することに

より窓口業務を効率化。

○職員異動や民間事業者の変更等によるサービス低下へのリスク回避。専門性の高い業

務を安定的に継続可能。

大阪府

泉大津市
75,238 １本庁

自治体で負担過多となっている事務を対象

に、課題解決のためのＡＩパッケージ開発

を目指す取組

○相談・面談業務における議事録・記録作成業務の抜本的な効率化

○相談・面談内容の記録等の効率化を図るため、音声データをテキスト化するＡＩのプ

ロトタイプ開発に着手

和歌山県

橋本市
63,789 1本庁

自治体クラウドによる同一基幹系システム

を利用する自治体と連携し、窓口業務にお

けるＲＰＡ等の活用を検証する取組

○窓口業務においてRPA・AI OCRを活用

○自治体クラウドで同一の基幹システムを利用する他自治体とRPAツールを共同利用

○申請等関係事務処理法人の設立について業務・コスト・広域化の観点で整理

熊本県

熊本市
734,317

5区役所
7総合出張所
7サービスC

基幹システムと個別システムのセキュアな

データ連携等、窓口業務におけるＩＣＴ活

用モデルを構築する取組

○ライフイベントに関連する簡易な手続き専用窓口を設置し、届出ナビ・RPAの活用に

より、市民と職員のリードタイムを削減

○繁閑が異なる手続きのシステム入力や審査環境を集約したアウトソーシングを実施し
業務を省力化
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業務改革モデルプロジェクトによる汎用性のある改革モデルの横展開

○ 総務省では平成28年度から業務改革モデルプロジェクトを実施し、地方における歳
出改革・効率化に向けてBPRを活用した業務改革の実施による官民協力した優良事例の
創出や窓口業務のアウトソーシングなど汎用性のある取組みを支援。
○ 業務改革モデルプロジェクトによる汎用性のある改革モデルの横展開のため、
①平成28～30年度に業務改革モデルプロジェクトを実施した全団体の成果概要と報告
書をHP上で公開
②都道府県行革担当・市町村担当、指定都市行革担当へのヒアリングで実施団体の成
果を周知
③ブロック会議等の説明会において実施団体の成果を紹介
○ 上記横展開をさらに加速させるため、以下により希望に応じて平成28～30年度業務
改革モデルプロジェクト実施団体及び総務省の担当者を派遣し、よりきめ細やかな情
報提供を実施（５月上旬に事務連絡を発出予定）。

業務改革モデルプロジェクトによる汎用性のある改革モデルの横展開

１ 実施内容：平成28～30年度業務改革モデルプロジェクト実施団体及び総務省の担当
者を派遣（旅費は総務省負担）。

２ 対象団体：民間企業の協力のもと、BPRの手法を活用した業務分析や住民サービスの
向上・歳出効率化等を伴う、新たな窓口業務改革や内部管理業務改革に
ついて、都道府県単位等で研修会、事例研究会等を実施する団体。

概要
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地方自治法等の一部を改正する法律案（地方独立行政法人法の一部改正）概要

○ 地方独立行政法人の業務に「申請等関係事務の処理」（転入届、住民票の写しの交付請求の受理等のいわゆる窓
口関連業務のうち定型的なもの）を追加

○ 申請等関係事務処理法人による窓口関連業務に対し、市町村がきめ細かく関与するため、情報提供・指導助言、報
告徴収・立入検査、監督命令、停止命令及び直接執行を新たに規定する。

○ 申請等関係事務処理法人は、その業務を市町村又は市町村の長その他の執行機関の名において行い、当該市町
村の長その他の執行機関が当該申請等関係事務を処理したものとしての効力を有することとする。

○ 市町村は、自ら設立しなくても、連携中枢都市等が設立した申請等関係事務処理法人と規約を締結することにより、
窓口関連業務を行わせることが可能

○ ＰＤＣＡサイクルが機能する目標・評価の仕組みの構築
・評価者を評価委員会から設立団体の長に変更（公立大学法人を除く） ・中期目標の具体化 ・地独法に評価結果の反映等の義務付け 等

○ 法人の内外からの業務運営を改善する仕組みの導入

１ 地方独立行政法人の業務への窓口関連業務の追加

２ 地方独立行政法人における適正な業務の確保 （国の独立行政法人制度改革（平成26年度）等を踏まえた改正）

市町村の窓口関連業務における外部資源活用の課題

・ 一部に審査や交付決定等の公権力の行使にわたる事務が含まれ、
一連の事務の一括した民間委託等、効果的な委託が困難

・ 町村部等の小規模自治体では、事務量が少なく単独での委託先の確保が困難

外部資源活用の新たな選択肢として、地方独立行政法人に窓口関連業務を行わせることができることとする

（現行制度上の、住民異動窓口（転入届の受付かつ住民票の写しの交付）における業務フロー図）

＜内部統制体制の整備＞
・業務方法書における内部統制体制の整備に関する事項の記載 等

＜監事・会計監査人の機能強化＞
・監事・会計監査人による報告徴収・調査の権限や役員の不正行為に関する報告等の義務の明確化 等

＜設立団体の長からのガバナンス強化＞
・設立団体の長による著しく不適正な業務運営等に対する是正・業務改善命令等

H30.4.1施行

H30.4.1施行
（一部H32.4.1施行）
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○ 平成30年（2018年）4月から、地方独立行政法人に窓口関連業務を行えるように法律改正を実施。民間委託が
できない「公権力の行使」にわたる事務（一部）を含め、一連の事務を実施することが可能になる。
○ 市町村は、他の市町村が設立した地方独立行政法人に窓口関連業務を委託することもできる。

地方独立行政法人による窓口関連事務の実施
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＜スマート自治体＞

情報
システム等

カスタマイズ＝個別投資

公

私 共

新たな「共」
（地域を基盤とした
新たな法人 等）

新たな「公」
（プラットフォーム・ビルダー）

スマート自治体化
※サービス・プロバイダー

プラットフォーム・ビルダーとして
必要な支援／環境整備

新たな「私」
（シェアリング
エコノミー等）

新たな自治体行政の基本的考え方①

スマート自治体への転換 公共私によるくらしの維持

出典）厚生労働省「人口動態統計」及び国立社会保障・人口問題研究所「将来推計人口（H29.4）」から作成
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出生数
団塊ジュニア世代
200～210万人

2017年
95万人

労働力（特に若年労働力）の絶対量が不足

人口縮減時代のパラダイムへの転換が必要

＜我が国の出生数の推移＞

 経営資源が大きく制約されることを前提に、従来の半分の職員でも自治体が本
来担うべき機能を発揮できる仕組みが必要。

 全ての自治体で、AI・ロボティクスが処理できる事務作業は全てAI・ロボティクス
によって自動処理するスマート自治体へ転換する必要。

＜破壊的技術（AI・ロボティクス等）を使いこなすスマート自治体へ＞

 標準化された共通基盤を用いた効率的なサービス提供体制へ。

 自治体ごとの情報システムへの重複投資をやめる枠組みが必要。円滑に統合
できるように、期限を区切って標準化・共通化を実施する必要。

⇒ 自治体の情報システムや申請様式の標準化・共通化を実効的に進めるために
は、新たな法律が必要となるのではないか。

＜自治体行政の標準化・共通化＞

 人口減少と高齢化により、公共私それぞれのくらしを支える機能が低下。

⇒ 自治体は、新しい公共私相互間の協力関係を構築する「プラットフォーム・ビル
ダー」へ転換する必要。

 共・私が必要な人材・財源を確保できるように公による支援や環境整備が必要。

＜プラットフォーム・ビルダーへの転換＞

 全国一律の規制を見直し、シェアリングエコノミーの環境を整備する必要。
 ソーシャルワーカーなど技能を習得したスタッフが随時対応する組織的な仲介
機能が求められる。

＜新しい公共私の協力関係の構築＞

 定年退職者や就職氷河期世代の活躍の場を求める人が、人々のくらしを支え
るために働ける新たな仕組みが必要。地域を基盤とした新たな法人が必要。

 地方部の地縁組織は、法人化等による組織的基盤の強化が必要。

＜くらしを支える担い手の確保＞

平成30年7月3日自治体戦略２０４０構想研究会第二次報告
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地方自治体における業務プロセス・システムの標準化及びＡＩ・ロボティクスの活用に関する研究会
（スマート自治体研究会）

【目的】

今後の労働力の供給制約の中、地方自治体が住民生活に不可欠な行政サービスを提供し続けるためには、職員が、職員でな
ければできない業務に注力できるような環境を作る必要がある。そこで、標記研究会では、（１）地方自治体における業務プロセ
ス・システムの標準化及び（２）地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの活用について実務上の課題の整理を行う。

【検討事項】

① 業務プロセス・システムの標準化

・業務プロセス、システム、様式・帳票をどのように標準化するかの方策を検討

② ＡＩ・ロボティクスの活用

・ＡＩ・ロボティクスをどのような事務・分野に導入することが有効か。
・ＡＩ・ロボティクスを効果的・効率的に導入するための方策を検討

【委員】（2019.4.1時点）

國領 二郎 慶應義塾大学総合政策学部教授

（座長） 慶應義塾常任理事

石井 夏生利 中央大学国際情報学部教授

磯部 哲 慶應義塾大学大学院法務研究科教授

岩﨑 尚子 早稲田大学電子政府・自治体研究所

研究院教授

楠 正憲 内閣官房政府CIO補佐官

庄司 昌彦 武蔵大学社会学部メディア社会学科教授

髙橋 晃 町田市総務部次長兼総務課長

長峯 道宏 千葉市総務局情報経営部

業務改革推進課長

廣瀬 大三 前豊橋市総務部情報企画課長

山本 勲 慶應義塾大学商学部教授

渡邉 繁樹 地方公共団体情報システム機構

個人番号センター副センター長

【開催時期】

2018年９月～2019年春頃（予定）（月１～２回程度）

労
働
力
制
約
の
下
で
も AI・ロボティクスによる

自動処理など

職員による事務処理

本
来
の
機
能
を
発
揮

＜現状＞
A市 B町 A市 B町

情報
システム等

情報システム等の
共通基盤（標準化）

重複投資を
やめる

＜スマート自治体
＞

情報
システム等

カスタマイズ＝個別投資
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業務プロセス・システムの標準化の進め方

 自治体がシステムを独自にカスタマイズする傾向 →住民・企業等や自治体の負担に

 自治体・ベンダを含む関係者がコミットした形で各行政分野のシステムの標準を設定

 制度に関わる部分については、所管府省も関与
※ 自治体クラウドは、引き続き推進

 標準仕様書に記
載された機能を
パッケージに搭載

 システム更新時期も踏まえつつ、労働力の供給制約等の社会課題に遅
滞なく対応できるよう、速やかに各自治体で標準準拠システムを導入

 原則として、カスタマイズは行わない。
※ ただし、住民サービスの維持・向上等の観点から自治体独自の施策を行っている場合であっ

て、カスタマイズ以外の代替措置で対応することが困難であるなどの事由がある場合を除く。

自治体

現
状

今
後
の
取
組

ベンダ

２
０
４
０
年
ま
で

に
実
現
す
べ
き
姿

「スマート自治体」の実現

〔目的〕 ・ 住民・企業等にとっての利便性向上（行政サービスの需要サイド）
・ 自治体の人的・財政的負担の軽減（行政サービスの供給サイド）

 各行政分野において、複数のベンダが全国的なサービスとしてシステムのアプリケーションを提供

→ 住民・企業等の利便性向上、自治体の負担の最小化

２
０
２
０
年
代
に

実
現
す
べ
き
姿
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 安価に導入できるよう共同利用できる環境を整備

ＡＩ・ＲＰＡを含めたＩＣＴの活用の進め方

 人口が一定規模以上の自治体を中心に導入

 導入団体の大部分は、実証実験段階で無償の導入。実装段階では予算額確保が課題

〔導入上の課題〕
・制度面（紙の様式・帳票が多く、その標準化が進んでいない）
・人材面（ＩＣＴの専門人材が不足） ・価格面（特にＡＩは単独自治体では困難）

 自治体は、他団体の導
入事例を参考に導入

 国は、全国の導入事例
を周知

 数値予測やニーズ予測など、AI
技術の活用可能性があるにも
関わらず、現在、開発・導入が
進んでいないものについては、
自治体と企業、各府省が検討

現
状

今
後
の
取
組

・自治体が取り組みやすい部分 ・自治体行政の課題を抱える部分

・住民・企業等にとって利便性が向上する部分

＜人材面の方策＞

・ＣＩＯ・ＣＩＯスタッフの強化

・幹部職員・一般職員のリテラシー向上

・地域情報化アドバイザーの活用促進

〔具体的取組〕
・ＣＩＯ等の専門人材を遠隔利用や共有
できる仕組みの検討
・全職員を対象とした庁内ＩＣＴ研修を自
治体に依頼
・地域情報化アドバイザーの予算措置
・首長やＣＩＯを対象とした市町村アカデ
ミー・自治大学校での研修

２
０
４
０
年

ま
で
に
実
現

す
べ
き
姿

「スマート自治体」の実現

 各行政分野において、複数のベンダが全国的なサービスとしてシステムのアプリケーションを提供

→ 住民・企業等の利便性向上、自治体の負担の最小化

２
０
２
０
年

代
に
実
現

す
べ
き
姿

直ちに導入可能 直ちに導入が難しいもの
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○ 全都道府県・市区町村を対象に、「地方自治体におけるＡＩ・ロボティクスの実証実験・導入状況等調査」を
実施。（平成30年11月１日現在）※速報値（平成31年1月8日集計時点）

○ AIについては、チャットボットによる応答や音声認識（AIを活用した議事録作成等）、マッチングが多い。
○ RPAについては、行革や情報担当を所管している部局で実証的に導入している傾向にある。それ以外にも、
福祉部門や税務部門での導入が進んでいる。

地方自治体のAI・RPAの導入状況等

ＡＩの
機能別の
導入状況

導入済み
団体数

音声認識
画像・動
画認識

文字認識
言語解
析・意図
予測

数値予測 マッチング ニーズ予測 行動最適化
作業の
自動化

チャット
ボットに
よる応答

その他

音声の
テキスト化、

声の識別

画像や動画

の特徴の認

識・検出

手書きや活

字の認識

発言の意味

や内容の理

解

変化する数

理の将来予

測

需要と供給

の調整

公共サービ

スのニーズ

予測

合理化な行

動パターン

の提案

非定型業務の

自動化

行政サービス
の案内

導入団体 105 37 9 7 16 3 13 0 5 7 56 10

（例）「AIを活用した議事録作成」 住民からの問合せに対応する「チャットボット」を活用している団体が導入済み団体の半数以上。

ＲＰＡの

分野別の

導入状況

導入済み

団体数

組織・職

員（行政
改革を含

む）

財政・会

計・財務

情報化・

ＩＣＴ

住民参

加・協働
コミュニティ

情報公

開・個人

情報保護

治安（再
犯防止を含

む）

消費者

保護

健康・

医療

児童

福祉・

子育て

学校教

育・青少

年育成

文化・ス

ポーツ・生

涯学習

高齢者

福祉・

介護

障がい者

福祉

生活困窮

者支援

導入団体 82 31 37 14 2 1 1 2 0 13 9 3 0 11 6 0

ＲＰＡの

分野別の

導入状況

導入済み

団体数

人口減少対

策（移住を含
む）

農林

水産業

商工・

産業振興
観光

土地利用、

都市計画

公共施設・

インフラ
公共交通 自然環境 生活環境

国際化・

国際交流

男女共同

参画・人

権・多様性

過疎・離島

地域等の

進行

横断的な

もの
その他

導入団体 82 0 3 0 0 0 5 0 0 0 0 0 0 4 25

（例）超過勤務実績の入力業務・通勤手当調査業務 等 （例）保育施設利用申込書入力事務・児童手当入力事務 等

（例）ふるさと納税受付･データ処理業務 等

保育所の利用調整へのAI活用
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○ 石田大臣の下に「地域力強化戦略本部」を立ち上げ、総務大臣メール「Society5.0時代の地方」を創刊。
○ 「Society5.0時代の地方」をキーワードとして、具体的なＩＣＴの実装例や導入支援策を各自治体の首長とメー
ルで共有し、地方からも優良事例や必要な施策を提案いただくなど、双方向かつ持続的なやりとりを開始。
○ これまで平成３１年１月２５日に第１号、２月２８日に第２号を発出。

総務大臣メール「Society5.0時代の地方」（ＡＩ・ＲＰＡ等のＩＣＴの先進事例の周知）

○介護（ケアプラン）での活用

○保育所入所事務での活用

○市民課、介護保険課の業務での
活用
○税務課の業務での活用
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地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの活用事例

○ 第９回スマート自治体研究会（平成31年3月5日）で公表した参考資料における地方自治体におけるＡＩ・ＲＰＡの活用事例の一覧。

※☆印については、総務大臣メールにも掲載している活用事例。

※OCR（Optical Character Recognition/Reader：光学文字認識）
※RPA（Robotic Process Automation：ソフトウェア上のロボットによる業務工程の自動化）

【事例P２】☆福島県会津若松市：AIを活用した問い合わせへの自動応答サー
ビス。市民からの問合せに対して24時間365日対応可能。

【事例P３】岡山県和気町：AIチャットボットを導入。全国の移住希望者の方
が知りたいときにいつでも町の情報を入手できる。

【事例P4】東京都港区１：多言語AIチャットサービスやAI翻訳システムを活用
し、外国人に対して正確かつニーズにあった情報提供。

【事例P5】☆神奈川県綾瀬市：自治体翻訳システムにより、窓口で日本語が得
意でない外国人でも理解できる行政情報が取得可能。

【事例P6】☆福井県永平寺町：AIを活用した観光案内による業務効率化。多言
語AIコンシェルジュ導入により外国人の満足度の向上。

【事例P９】北海道岩見沢市：気象、土壌データなどを基としたAI解析のもと、
農作業の最適化に資する各種情報提供を行う。

【事例P10】佐賀県みやき町：AI・IoTを活用したスマート農業を普及させる実
証実験。ドローンによる農場撮影や農薬散布。

【事例P17】愛知県東郷町：音声書き起こしソフトによる会議録作成支援。職員
の事務負担軽減に寄与するのか検討。

【事例P19】☆東京都港区２：AIによる議事録作成支援の運用開始、保育所AI
マッチングシステムの実証実験。

【事例P11】沖縄県那覇市：AIによる統計解析を行い、特定健診受診勧奨通知
を最も効果的なメッセージで届ける。

【事例P13】☆愛知県豊橋市：AIがケアプランを作成支援。ケアプランを実施
した場合の将来予測と共に推奨するケアプランを提案。

【事例P14】☆埼玉県さいたま市：AIによる保育所利用調整業務の省力化。入
所申請者への決定通知を早期発信。

【事例P20】福岡県糸島市：AIによる国民健康保険レセプト内容点検業務支援。
点検業務のコスト削減、効果向上が期待。

【事例P22】☆茨城県つくば市：市民窓口課・市民税課業務等について、RPAを
活用した定型的で膨大な業務プロセスの自動化。

【事例P23】☆愛知県一宮市：個人住民税に係るシステム入力業務をOCRとRPA
を組み合わせ、自動入力することで省力化を実現。

【事例P24】熊本県宇城市 ：RPAを活用し、職員給与、ふるさと納税などの業務
作業を自動化。職員の作業負担軽減。

【事例P25】東京都港区３：コミュニティバス乗車券申請書をAI-OCRで読取
り、RPAを用いてシステムに自動入力及び受付簿出力。

【事例P26】和歌山県橋本市：申請書等をAI-OCRで自動で取り込み、RPAによ
る単純作業の自動化による定型的作業の削減を推進。

【事例P27】石川県加賀市： 「定型業務」や「大量処理業務」へのRPA導入を推
進し、事務改善や時間外勤務の縮減を図る。

【事例P28】新潟県長岡市： RPAを活用し、９課で試験導入。原課職員の自発的
なシナリオ作りを促し、現場に即した業務改善。

【事例P29】福岡県宗像市：農耕地の賃貸借権設定状況や利用状況について、農
地情報公開システムへのデータ入力をRPAで実施。

AIチャットボット

多言語翻訳

スマート農業

RPA

福祉保健分野

【事例P15】長崎県大村市：AIを活用し、職員が業務を行う上で不明な点を自動
で応答するサービス。全体的な業務効率化が期待。

【事例P16】大阪府大阪市：区役所窓口の戸籍担当業務において的確な回答を表
示するAIを活用。時間短縮と正確性の向上を図る。

【事例P18】兵庫県宝塚市：AIで職員のパソコン操作ログを分析。職員の働き方
を見直すため、業務の流れなどの実態を可視化。

議事録

職員の業務効率化

【事例P7】千葉県千葉市：画像から路面の損傷程度をＡＩが自動分類する研究
を実施。道路管理の省力化を実現。

【事例P8】北海道室蘭市：AI技術（路面画像からひび割れを自動検出）を活用
し、道路管理の効率化・省力化を実現。

道路管理

２０



○ 今後の労働力の供給制約の中、地方自治体が住民生活に不可欠な行政サービスを提供し続けるために
は、職員が、企画立案業務や住民への直接的なサービス提供など職員でなければできない業務に注力でき
るような環境を作る必要がある。
〇 AI・ロボティクスが処理できる事務作業はAI・ロボティクスによって自動処理するスマート自治体への転換を
図るため、自治体行政の様々な分野で、複数団体による団体間比較を行いつつ、AI・ロボティクス等を活用し
た標準的かつ効率的な業務プロセスを構築するプロジェクトを創設。

自治体行政スマートプロジェクト

【目標・成果イメージ】

団体規模別標準モデルの構築

○ 自治体の基幹的な業務（住基・税・福祉など）について、
人口規模ごとに複数団体による団体間比較を実施。
⇒ 人口規模ごとに業務の標準化の検討を実施

【BPRの方法】
業務体系の整理・見える化、比較調査・分析の実施、
類似団体との意見交換。

○ 人口規模ごとに実践モデルを形成。そのうち、
AI・ロボティクス等を導入可能な業務プロセスを
検証・把握。

○ AI・ロボティクス等を導入した業務フローを定式化。
・業務に最大限AI・ロボティクス等を導入することで、
できる限り業務の自動化を進める。

○ 導入による効果を検証。

【H31予算：1.4億円】
※BPRによる業務プロセスの検討に要する費用

仕
分
け

仕
分
け

集

計

集

計

チ
ェ
ッ
ク

出

力

現
在

将
来

プロセスの省力化

出

力

デ
ー
タ
入
力

デ
ー
タ
入
力

例（ソフトウェアによる自動処理）

職員の手作業で実施

【業務プロセスの自動化・省力化のイメージ】

A市 B町 A市 B町

職員による事務処理 AI・ロボティクスに
よる自動処理など

労
働
力
制
約
の
下
で
も

本
来
の
機
能
を
発
揮
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４月17日（水）照会 → ５月13日（月）17:00必着



行政経営支援室が実施する定例調査

テーマ サイクル 前回
今年度

（次回予定）

１ 地方行政サービス改革の取組状況 毎年度 Ｈ３０
Ｈ３１
（H３２）

- 情報公開条例の制定状況 概ね３年毎 Ｈ２９ （H３２）

- 行政手続条例の制定状況 概ね３年毎 Ｈ２９ （H３２）

- 意見公募手続制度の制定状況 概ね３年毎 Ｈ２９ （H３２）

- 公文書管理条例等の制定状況 概ね３年毎 Ｈ２９ （H３２）

- 指定管理者制度の導入状況 概ね３年毎 Ｈ３０ （H３３）

- 行政評価の取組状況 今後必要に応じて実施 Ｈ２８ －

２２
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